
［出典：文部科学省 科学技術・学術政策研究所、科学技術指標2023］

科学技術関係予算と科研費予算の推移（当初予算）
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近年、科学技術関係予算に対する科研費の予算規模の割合は、約5~6%。

※科学技術関係予算の2016年度以降の当初予算は、行政事業レビューシートの記載内容に基づき予算事業を詳細に分類し、その分類内容に基づく統一的な基準で科学技術関係予算の判定を行ったもの。
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科研費１課題当たりの平均配分名目額（円） 科研費１課題当たりの平均配分実質額（円）
科研費１課題当たりの平均配分名目額（ドル） 科研費１課題当たりの平均配分実質額（ドル）

物価等の社会情勢を踏まえた科研費における配分額の推移について

出典：IMF (https://data.imf.org/) “International Financial Statistics”及びOECD (2023) Inflation (CPI) (indicator) より文部科学省作成

［年］

2013年の各値を100と
して、為替レートと消費者
物価指数を用いた日米に
おける科研費１課題当た
りの平均配分額

※1 科研費配分結果による1課題当たりの平均配分額（単年度・直接経費）を名目額として用いた。年度データ。
※2 実質額［円］＝名目額［円］／消費者物価指数（CPI）【日本】 *100 で算出
※3 名目額［ドル］＝名目額［円］／年平均 円ドル為替レート で算出
※4 実質額［ドル］＝名目額［ドル］／消費者物価指数（CPI）【米国】 *100 で算出

86.6：名目額［円］

80.3：実質額［円］

64.3：名目額［ドル］

51.2：実質額［ドル］

年 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022
科研費１課題当たりの平均配分名目額（円）※1 100.0 96.4 92.4 91.0 91.5 92.1 89.5 87.0 86.1 86.6
科研費１課題当たりの平均配分実質額（円）※2 100.0 93.8 89.2 88.0 88.0 87.8 84.8 82.5 81.8 80.3
科研費１課題当たりの平均配分名目額（ドル）※3 100.0 88.8 74.5 81.6 79.6 81.4 80.1 79.5 76.5 64.3
科研費１課題当たりの平均配分実質額（ドル）※4 100.0 87.4 73.2 79.2 75.7 75.6 73.0 71.6 65.8 51.2
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科研費の平均配分額について、2013－2022年度で消費者物価指数や円ドルの為替レートを考慮すると、
研究費の実質額は低下傾向。



今後検討すべき課題等について
【制度全体】
○物価や為替等の厳しい社会情勢において、研究活動の国際競争力を向上させるため、イノベーションの源泉と
  なる基礎研究・学術研究に要する予算、特に科研費予算の規模はどの程度が望ましいか。［参考資料1~3］

【持続可能な審査システム等】
○科研費はピア・レビューで成り立っている制度であり、応募者も審査委員も研究者である。日本の研究者の
状況を踏まえつつ、1課題あたりの充足率の向上や研究者の研究時間の確保等の観点から、以下の制度の
見直しなどに取り組む必要があるのではないか。［参考資料4~19］

   ・研究種目の整理・統合
（例えば、挑戦的研究、国際共同研究加速基金、学術変革領域研究など）

  ・重複応募・受給制限
     ・応募資格・要件 など

【助成の在り方、研究費の枠組み等】
○研究現場では、各機関における基盤的経費の不足等により「基盤研究（C）」等への応募が増加している
とも考えられる。独創的で先駆的な学術研究を支援する科研費の役割に基づきながら、基盤研究の助成の
在り方を含む研究費の枠組みについて検討することが必要ではないか。［参考資料4~19］

【その他】
○今後の展開として、大学間の連携や共同利用・共同研究等の組織的な取組との連携方策や、博士人材
  のキャリアパスの多様化等を踏まえた民間企業等との連携を促進する取組を検討することが必要ではないか。
（参考）過去の研究種目「試験研究」：研究分担者として民間企業の研究部門等の研究者が参加する研究組織で、研究の成果が実用に移される可能性を持つ試験的・応用的な研究を対象。
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科研費の各研究種目の役割と全体構成

「若手研究」種目群

「国際共同研究加速基金」

国際先導研究
【～5億円、7年（10年まで延長
可）】

国際共同研究強化
（旧：国際共同研究強化（A））
【～1,200万円、～3年】

海外連携研究
（旧：国際共同研究強化（B））
【～2,000万円、3～6年】

帰国発展研究
【～5,000万円、～3年】

若手研究者に独立して研究する機会を
与え、研究者としての成長を支援し、
「基盤研究」種目群等へ円滑にステッ
プアップするための種目群

国際社会における我が国の学術研究
の存在感を向上させるための国際共
同研究や海外ネットワークの形成を
促進

若手研究者の支援

【～500万円、2～5年】【～300万円、～2年】

「基盤研究」種目群

「学術変革研究」種目群

特別推進研究

基盤研究(S)
【5,000万円～2億円、5年】

基盤研究(A)
【2,000～5,000万円、3～5年】

基盤研究(B)
【500～2,000万円、3～5年】

基盤研究(C)
【～500万円、3～5年】

学術変革領域研究(A)
【5,000万円～3億円／年、5年】

学術変革領域研究(B)
【～5,000万円／年、3年】

挑戦的研究(開拓)
【500～2,000万円、3～6年】

挑戦的研究(萌芽)
【～500万円、2～3年】

研究活動スタート支援

【～5億円、3～5年】

斬新な発想に基づく研究を支援し、学術
の体系や方向の変革・転換、新領域の開
拓を先導する種目群

これまでの蓄積に基づ
いた学問分野の深化・
発展を目指す研究を支
援し、学術研究の足場
を固めていく種目群

学問分野の深化・発展の支援

真に優れた研究の重点支援

新領域開拓の支援

国際共同研究の支援

研究の広がりや多様性（件数）を確保

研
究
の
発
展
（
ス
テ
ッ
プ
ア
ッ
プ
）

（二重枠線は基金化種目）

○ 研究者のキャリアアップ、研究テーマの進展に応じて、自らが挑戦できるよう、研究種目を設定。

令和３年度補正予算
において創設
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若手研究
【～450万円、～3年】

特別研究員奨励費

令和５年度補正予算及び令和６年
度予算において基金化を予定
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